





















に従うことにした父親と意思を通じた上、殺意をもって、平成₂₇年 ₄ 月 ₅ 日頃
から同月₂₇日までの間、栃木県内又はその周辺において、両親に対し、メール
又は口頭の方法により、被害者に対するインスリンの投与の中止等の指示に従




























　東京高等裁判所は、前記［ ₁ ］ないし［ ₄ ］の主張に対し、原判決の認定、
判断に論理則、経験則等に反する不合理な誤りは認められないとして、いずれ
の主張も排斥し、本件控訴を棄却した。このうち、［ ₁ ］および［ ₂ ］に対す
































































































































































































（ ₉ ）　豊田兼彦「被害者を利用した間接正犯」刑法雑誌₅₇巻 ₂ 号（₂₀₁₈年）₂₇₃頁（₂₈₀頁）。
（₁₀）　最決昭和₅₉年 ₃ 月₂₇日刑集₃₈巻 ₅ 号₂₀₆₄頁。




























































































































































































































































































ができないものを言う。そして自手犯には、 ₂ つの類型がある。第 ₁ は、「真
正自手犯」（狭義の自手犯）であり、どのような方法を講じようとも間接正犯
の形態では犯罪の実行が不可能な犯罪類型である。例として、偽証罪（₁₆₉条）、













（₃₂）　団藤・前掲注（ ₇ ）₁₅₅頁、福田平『全訂 刑法総論［第 ₅ 版］』（₂₀₁₁年、有斐閣）₂₆₇頁、
























刑法雑誌₁₈巻 ₁ ・ ₂ 号（₁₉₇₁年）₅₁頁、同「作為犯と不作為犯の限界に関する問題―“作為





































（₃₅）　Schönke/Schröder, Strafgesetzbuch, ₃₀. Auﬂ., ₂₀₁₈, S. ₂₀₅. なお、斉藤誠二「不作為
犯と共犯」Law school No.₁₄（₁₉₇₉年）₁₃頁以下（₂₆頁）参照。


























（₃₇）　千葉地判平成₁₄年 ₂ 月 ₅ 日刑集₅₉巻 ₆ 号₄₁₇頁。
（₃₈）　なお、作為・不作為の混合形態の構成を採ったシャクティパット事件第 ₁ 審判決は、
被告人を懲役₁₅年に処したが、その控訴審と最高裁は、不作為犯構成を採用して被告人を


































































































































（₄₉）　大判昭和₁₁年 ₆ 月₁₈日刑集₁₅巻₈₀₅頁、最大判昭和₃₃年 ₅ 月₂₈日刑集₁₂巻 ₈ 号₁₇₁₈頁。
（₅₀）　最判昭和₂₅年 ₆ 月₂₇日刑集 ₄ 巻 ₆ 号₁₀₉₆頁。
（₅₁）　いわゆるスワット事件に関する最決平成₁₅年 ₅ 月 ₁ 日刑集₅₇巻 ₅ 号₅₀₇頁は、黙示の
共謀を拡張するものとして批判が強い（福田平＝大塚仁「《対談》最近の重要判例に見る
























































（₅₂）　最決昭和₅₄年 ₄ 月₁₃日刑集₃₃巻 ₃ 号₁₇₉頁。さらに前掲注（₂₈）も参照。
（₅₃）　山口厚＝井田良＝佐伯仁志『理論刑法学の最前線』（₂₀₀₁年、岩波書店）₂₁₉頁［山口
厚］、西田・前掲注（₁₇）₃₉₈頁等。
（₅₄）　安田・前掲注（ ₃ ）₁₄₄頁。
（₅₅）　井田・前掲注（₃₂）₅₁₁頁。
90
Ⅴ　おわりに
　本判決は、被告人と母親との関係で、成人の非故意行為（不作為）を利用し
た他害型の間接正犯を認めた。従前認められた間接正犯の類型のどの類型にも
直ちに当てはまらないものであり、間接正犯の新たな行為形態として注目に値
する。間接正犯の判断においては、被利用者の行為がどのような法的性質か、
被侵害法益が被利用者自身の法益（自己侵害型）か第三者の法益（他害型）か、
被侵害法益がどのような種類のものかという観点のほか、被利用行為が作為か
不作為かにも着目する必要があることが明らかになった。また、判決は自覚的
に検討しているとはいえないが、本事案は、作為による不作為犯の問題領域と
接点をもっている。結論としては、母親との関係で、殺人の間接正犯を肯定す
るという結論を支持するが、被告人の行為が、作為とも不作為とも言えない第
三類型行為に該当するとの立場に依拠しつつ、正犯として評価できるかについ
て模索すべきと考える。父親との関係では、道具たる母親を介した順次共謀に
よる共謀共同正犯が問題となっており、その拡張傾向に歯止めをかける必要性
がある。故意の共同を要する犯罪共同説の立場からは、非故意行為状態にある
道具を介した順次共謀は原則として否定すべきである。ただ、道具を介しつつ
も、背後者と直接行為者との間で、構成要件の重なり合いの認められる犯罪事
実の範囲内で犯罪意思が共有される限度においては、なお順次共謀を肯定しう
ると思われる。本事案は、辛うじて、後者の場合に当たると思われるため、結
論としては妥当である。
　本事案は、間接正犯論、不作為犯論、共謀共同正犯論等が複雑に交錯してお
り、すべての問題について到底十分に検討できたとは言えないが、事案に内在
する問題性の抽出・整理はできたように思われる。今後の議論に資するのであ
れば幸いである。
